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(1)

ア

No 中期計画 ６年間の主な実績 自己
評価

評価意見等 評価意見等に対する大学の回答 No 年度計画 業務の実績 自己
評価

補足事項 評価意見等 評価意見等に対する大学の回答

3

①-3　総合デザイン工学科では、
社会人の受入れのために夜間及び
土曜日の開講を継続し、社会人募
集を積極的に行う。また、就学者
の実情に合わせて、昼の時間帯へ
の授業時間の拡充を検討する。

・総合デザイン工学科では夜間及び土曜日の授業開講を引き続き実施し、夜間及び土曜日実施の講義で卒業
に必要な単位を修得できるようカリキュラムを組み、社会人学生の学びやすい環境を維持した。
・夜間開講等、社会人の就学しやすい環境について、オープンキャンパスや大学案内パンフレット、大学Ｈ
Ｐ等で周知を行い、社会人学生の募集を積極的に行った。また、入学者選抜において社会人の定義が明確に
なっていなかったことから、平成31年度入試から、社会人の定義を明確にして独立した入学者選抜を実施し
た。
・多様な学生が入学してくる状況を踏まえ、就学者の実情にあわせて単位習得ができるよう、平成26年度か
ら、専門科目の一部科目を平日の昼間時間帯（５時限）に開講した。平成26年度から平成30年度まで、７つ
の科目について、隔年で５時限、６時限で開講し効果等の検証を行ったが、平成30年度に前橋市から夜間開
講の見直しの指示が示されたことから、科目数の拡充はしなかった。

B

・社会人学生が数人で、今後社会人
学生の受け入れを継続するのかは議
論すべきだと思う。（梶委員）

　総合デザイン工学科について、社会
人等を対象に昼夜開講を行ってきた
が、社会人学生の入学が少ないという
現状から、「公立大学法人前橋工科大
学の中期目標の期間の終了時の検討
（平成３０年１１月）」にて、前橋市
より夜間開講の廃止について検討する
よう指示を受けた。総合デザイン工学
科の夜間廃止を含め、工学部の学科再
編について現在検討を行っている。

3

昼の時間帯への授業時間の拡充に
ついては、平成２９年度にこれま
での履修状況について資料をまと
めたが、その効果検証には今しば
らく観察が必要と判断されたた
め、継続的に履修状況を観察し、
その必要性について検討する。

昼の時間帯と夜の時間帯に隔年開講している科目の履修
者数の状況について検証を行った結果、5限開講（昼の
時間帯）による学生への不利益等は生じていないと判断
された。
しかしながら、前橋市から夜間開講の見直しが示された
ため、学則変更を伴う昼間時間帯への常設化については
実施すべきではないとの結論に至った。
なお、これまで試行的に5限開講としてきた科目につい
ては、選択科目履修の機会を確保することに一定の効果
があると期待されることから、平成31年度も継続実施す
ることとなった。 B

・別添資料05-5時限開講科目履修者
数状況

4

社会人の定義を明確化し、独立し
た社会人選抜を実施する。

社会人（出願資格のある者）を以下のとおり定義し、社
会人特別選抜として、独立した入学者選抜を実施した。
（出願資格）…「学生募集要項」より抜粋。
　平成31年4月1日現在、社会人経験（家事・家業従事者
を含む）5年以上を有する満23歳に達する者で、次の(1)
から(3)のいずれかの項に該当する者
(1)高等学校（中等教育学校を含む。）を卒
　業した者
(2)通常の課程による12年の学校教育を修了
　した者
(3)学校教育法施行規則第150条の規定により
　高等学校を卒業した者と同等以上の学力が
　あると認められる者

B

・平成31年度入試実績
 - 志望者数１
 - 合格者数１
 - 入学者数１

・社会人学生が年に１人２人でも実
施すべきなのか？（梶委員）

　総合デザイン工学科について、社会
人等を対象に昼夜開講を行ってきた
が、社会人学生の入学が少ないという
現状から、「公立大学法人前橋工科大
学の中期目標の期間の終了時の検討
（平成３０年１１月）」にて、前橋市
より夜間開講の廃止について検討する
よう指示を受けた。総合デザイン工学
科の夜間廃止を含め、工学部の学科再
編について現在検討を行っている。

No 中期計画 ６年間の主な実績
自己
評価

評価意見等 評価意見等に対する大学の回答 No 年度計画 業務の実績
自己
評価

補足事項 評価意見等 評価意見等に対する大学の回答

6

③-1　学生に、専攻分野ごとの履
修モデルを明示し、系統的な学習
を進めやすくするとともに、カリ
キュラム構成は常に点検し、標準
修業年限である４年ごとに見直し
を行う。

・平成25年度に履修モデルを各学科で作成し、学生便覧への掲載や学科ガイダンス、オリエンテーション等
で学生への指導を行った。
・履修モデルがカリキュラム・ポリシーに沿ったものになっているか各学科で常に検証し、科目の配当年次
の見直しや教員の退官・着任に合わせた履修モデルの修正等を行った。
・授業改善アンケート（旧授業評価アンケート）の項目に「関連する追加が望まれる授業科目」追加し、学
生からの要望を調査した。

B 6

カリキュラム･ポリシー及びディ
プロマ･ポリシーに基づき、科目
を体系的に整理し、科目と各ポリ
シーの整合について検証し、カリ
キュラムの見直しを図る。

教務委員会で各ポリシーの目的ごとに開講科目の整理を
行ったうえで、科目の配当年次を見直し、各修学年度に
おける学修のバランスを調整する等の対応を行った。

B

・別添資料06-社会環境工学科教育方
針と科目編成の対応一覧表

追加資料
・H30-No6-教育方針と科目編成の対応
一覧表（６学科＋教職）

No 中期計画 ６年間の主な実績
自己
評価

評価意見等 評価意見等に対する大学の回答 No 年度計画 業務の実績
自己
評価

補足事項 評価意見等 評価意見等に対する大学の回答

15

⑥-2　キャリアセンターは、キャ
リア支援プログラムが時代の変化
に対応したものになるように教務
委員会と協力し、また、学生の社
会の中での実践活動を支えるため
地域連携推進センターと協力す
る。

・地域連携推進センターの主催するこども科学教室に学生を多数参画させ、地域貢献活動の参加とともに、
コミュニケーション、プレゼンテーション、デザイン及びプロデュース能力の養成を行った。
・学内外で行われるビジネス交流会、就活セミナー、イノベーションアワード及び就職相談会等について学
生への周知及び指導を行った。

B 13

学内各機関・学科と連携、協力
し、時代の変化に対応したキャリ
ア支援プログラムを検討する。

学生に対し、地域連携推進センターが主催・共催してい
るビジネス交流会等のイベントへの参加について周知し
参加を促した。また、各学科で行うキャリア支援・業界
研究等について、学科間で情報共有を行い、学生に対し
て広報・周知を行う等、参加対象者を拡げて実施した。

B

・「補足事項」に、周知・広報した
ことが分かる根拠資料を追加してく
ださい。（富山委員）

 ビジネス交流会のイベントについて
は、キャリアセンター実施のセミナー
(10月3日に実施した一般常識テスト模
擬試験（参加人数：学部2年9人、3年79
人、院生3人))の時に参加者に対してチ
ラシを配布して周知を行った。
　学科で行うキャリア支援・業界研究
等については、キャリアセンター運営
委員会で情報共有（開催予定等を口頭
で共有）し、他学科の学生にも周知す
るよう依頼した。

追加資料
・H30-No13-ビジネス交流会チラシ

③学部の専門教育においては、技術革新や価値観の多様化等の社会環境の変化に柔軟かつ的確に対応できる能力を培い、卒業後、市内産業分野をはじめとして社会の様々な分野で専門技術者として指導的役割を担うことができる人材を育成する。

第１期中期計画 平成３０年度年度計画

業務実績に関する評価意見【項目別】（大学回答部分抜粋）

前橋工科大学　第１期中期目標期間における業務実績及び平成３０年度業務実績まとめ

第１期中期計画 平成３０年度年度計画

大学の教育研究等の質の向上に関する目標

教育に関する目標

学部教育に関する目標

①工学の各分野に対する高い関心と基礎的な学力を持ち、将来国内外の社会において活躍したいと考える向上心のある学生を受け入れる。あわせて、社会人にも門戸を開き、働きながら学ぶ意欲のある学生を積極的に受け入れる。

⑥学生の卒業後の進路を考慮し、キャリア支援教育を重視したカリキュラムを編成して実施するとともに、学生の就職に係る相談及び支援の体制を強化する。

第１期中期計画 平成３０年度年度計画

年度

年度計画項目番号 33 34 35 30 31

年度計画自己評価 Ｂ B C A B

25

Ｂ

H28

22

Ｂ

16 13

Ｂ Ｂ

H25 H26 H29 H30H27

年度

年度計画項目番号 7 8 9 10 7 8 9 10 6 7 8 9 5 6 3 4 3 4

年度計画自己評価 B C B A B B Ｂ A B B Ｂ B B B B B B B

H28 H30H27H25 H26 H29

年度 H27 H28 H29 H30

年度計画項目番号 16 17 15 16 13 10 7 6

年度計画自己評価 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ B

H25 H26

資料１
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イ

No 中期計画 ６年間の主な実績
自己
評価

評価意見等 評価意見等に対する大学の回答 No 年度計画 業務の実績
自己
評価

補足事項 評価意見等 評価意見等に対する大学の回答

19

①-1　大学院についても、「入学
者受入方針（アドミッション・ポ
リシー）」を公表し、入学者選抜
を行う。また、入学説明会を実施
するとともに、大学の内外に向け
て募集活動を行う。

・平成25年度に大学院のアドミッション・ポリシーを全面的に刷新し、大学ＨＰや募集要項に掲載し公表す
るとともに、オープンキャンパス実施時に大学院の説明会を行う等、広報活動を行った。
・平成28年度に大学ＨＰ内に研究室のページを作成し、各研究室の研究の内容を公表するとともに、大学Ｈ
Ｐ内に問合せフォームを設け、各研究室への問合せが随時できるようにした。

B 17

内部進学者で募集人員を満たすよ
う、教員が学部生に対し指導を行
うとともに、卒業生による大学院
進学ガイダンスを実施する。ま
た、ホームページを通じ研究室の
紹介をする。

大学院進学を希望する学部生に対して、卒業研究の着手
時に大学院での研究を見据えた指導をしたり、本学大学
院修了生が学部生に対して大学院に進学するメリット等
を説明する大学院進学ガイダンスを開催した。（開催
日：9/20、11/16、12/13）
また、大学ＨＰ内に全研究室を紹介するページを作成
し、公開した。（公開日：7/20）

B

・別添資料18-大学院ガイダンス協力
者一覧
・別添資料19-大学院内部進学状況
・社会環境工学科研究室紹介（大学
ＨＰ）：
http://www.maebashi-
it.ac.jp/department/cee/lesson.ht
ml

・大学院で生命情報学専攻だけ極端
に定員割れしているのは何か理由が
あるのですか？（梶委員）

　情報系企業ついては、近年就職の状
況も良好なため、学部卒業後に就職す
る学生が多い。
　生命情報学科／生命情報学専攻の個
別の要因としては、以下２点が考えら
れる。
・生命情報学科では他学科と比較して
標準修業年内で卒業する学生の比率が
低く、大学院進学を目指す学生の増加
がみられない。
・生命情報の分野が浸透しておらず、
受験時と大学入学後のミスマッチが生
じて、大学院に進学して教育研究を継
続しようとしている学生が少ない。

⇒教育カリキュラムや広報の課題につ
いては、学内に対応部会を設置し検討
を開始した。

No 中期計画 ６年間の主な実績 自己
評価

評価意見等 評価意見等に対する大学の回答 No 年度計画 業務の実績 自己
評価

補足事項 評価意見等 評価意見等に対する大学の回答

38

④-2　産官学連携による学内外と
の組織的研究の成果について相互
に利用するネットワークを構築
し、活用する。

・群馬産学官連携推進会議や医工研究会での連携や群馬県の産学連携事業等に積極的に参画し、群馬大学、
前橋市、群馬県及び前橋商工会議所等との連携に係る意見交換を進めた。

B 35

地域連携推進センターを中心に、
研究の成果を発展させるため、金
融機関や大学等が開催している産
官学連携イベントへ積極的に出展
していく。

群馬産学官金連携推進会議（7/23）では、本学教員11人
が計14件のポスター発表を行ったほか、本学教員2人が
テクニカルセッションにおいてパネリストとして参加し
た。また、ぐんま環境フェスティバル（10/13）、東和
新生会「ビジネス交流会」（11/20）、（県共催）4ブ
ロック研修会（2/26）にブース出展や講師派遣を行い、
研究の成果を発表した。 B

・「補足事項」に、発表等したこと
が分かる根拠資料を追加してくださ
い。（富山委員）

追加資料
・H30-No35-4ブロック研修会
・H30-No35-ぐんま環境フェスティバル
・H30-No35-群馬県産学官金連携推進会
議
・H30-No35-東和新生会ビジネス交流会

No 中期計画 ６年間の主な実績
自己
評価

評価意見等 評価意見等に対する大学の回答 No 年度計画 業務の実績
自己
評価

補足事項 評価意見等 評価意見等に対する大学の回答

51

②-2　学生の交換留学について、
アジア地域での新たな交流大学を
開拓するとともに、留学生の受入
れ方策について、検討を行う。

・平成24年度に締結したタイ国カセサート大学工学部との覚書に基づき、平成25年度に1名の学生を受入れ
た。タイ国内の社会情勢もあり、平成26年度以降は学生の派遣、受入れは実施できなかったが、平成31年度
以降に学生交流の再開を予定している。
・平成27年度にベトナム国立ダナン工科大学と協力と交流に関する協定を締結した。平成27年度には、建築
学科石川教授がダナン工科大学を訪問し特別講義を実施するとともに、本学との研究交流に向けた話し合い
を行い、平成28年度から教員・学生を派遣し、現地にてワークショップを開催している。

1) ダナン工科大学派遣学生数推移
- 教員　H28：2人、H29：2人、H30：1人
- 学生　H28：8人、H29：9人、H30：7人 B

・評価委員会では意見が出なかった
が、外国人研究者や留学生の個々の
受入れに対して安全保障輸出管理の
法令に則った取り扱いになっている
のか、及び安全保障輸出管理を所掌
する部署が学内に組織されているの
か、について追加資料により確認し
たい。（花泉委員長）

 平成３０年度の実績はない。
（令和元年度から、安全保障輸出管理
について整備を進めている。
　令和元年１０月に地域貢献・研究支
援係の職員が経済産業省・文部科学省
主催の安全保障貿易管理説明会に参加
した。
　また、経済産業省にアドバイザー派
遣を依頼し、群馬大学伊藤正実教授を
本学の輸出管理アドバイザーとして迎
え、学内規程等制定に向けて事務を進
めている。）

47

タイ王国カセサート大学について
は、タイの国内情勢を踏まえた上
で受入条件等の協議を行う。ベト
ナムのダナン工科大学について
は、派遣内容等の協議を行う。他
のアジア諸国においても、新たな
交流大学の開拓を検討する。

タイ王国カセサート大学については、外務省等のタイ国
内の動きに係る注意喚起により、派遣を見合わせてい
る。平成29年度中に覚書期間の5年が経過したため、覚
書を更新（平成30年3月16日締結）し、平成31年度の学
生受入れに向けて準備を進めた。
ダナン工科大学とは2月に6日間、学生7名及び教員1名を
派遣し、ワークショップを行った。

B

・別添資料36-国際交流報告会実施案
内

【担当者（計画遂行責任者）：地
域連携推進センター、学務課学生
係】

(5)

No 中期計画 ６年間の主な実績 自己
評価

評価意見等 評価意見等に対する大学の回答 No 年度計画 業務の実績 自己
評価

補足事項 評価意見等 評価意見等に対する大学の回答

95

⑥-1　全教職員を対象とした研修
会を毎年度実施することにより、
ハラスメントを防止する。

・ハラスメントの防止に向け、外部講師を招聘しての講習会やＤＶＤ視聴による研修会を実施し、啓発を
図った。また、教職員が外部の講習会に参加し、グループウェアに資料を掲載する等学内で共有を行った。

B

・少なくともH30に関しては、セミ
ナーの内容を確認した上で評価すべ
きである。（花泉委員長）

85

引き続き、各種ハラスメントに関
する情報を提供したり、必要に応
じて研修会を開くなどによりハラ
スメントが起きにくい環境づくり
をする。

発達障害者支援センター県民セミナーに事務局職員が参
加し、グループウェアに資料を掲載し、全教職員を対象
に共有を行った。

B

・別添資料58-〔セミナー資料〕発達
障碍者支援センター県民セミナー

・資料58は、履修上特別な支援を必
要とする学生への学習支援に関する
もの（N0. 9～10辺り）なので、こ
こには正しく該当するものを載せる
べきである。（花泉委員長）
・グループウェアに資料を掲載した
だけでは、積極的な取り組みとは見
なされないのではないか？（花泉委
員長）
・少なくともH30に関しては、セミ
ナーの内容を確認した上で評価すべ
きである。（花泉委員長）

　中期計画では、全教職員を対象に毎
年度研修会を実施することとしていた
が、平成30年度は実施ができなかっ
た。
　ハラスメントに関する実績として
は、No59の講義室内の見える化及び相
談室の整備、No86のハラスメント相談
制度について学生及び教職員に周知を
行った。

第１期中期計画 平成３０年度年度計画

大学院教育に関する目標

教員の資質向上に関する目標

②国際交流のさらなる活性化のために、従来から実施してきた中国からの留学生の受入れを継続的に行うとともに、他のアジア諸国からの留学生も積極的に受け入れる。

第１期中期計画 平成３０年度年度計画

⑥大学として社会的な責任を果たすため、人権の尊重や男女共同参画の推進に取り組む。

第１期中期計画 平成３０年度年度計画

①独創的な発想力と、研究に対する実行力を持ち、専門分野を極めたいという意欲のある人材を受け入れる。

④産官学連携による学内外との組織的研究を積極的に実施する。

第１期中期計画 平成３０年度年度計画

年度

年度計画項目番号 44 45 46 47 39 40 41 42 32 33 34 35 36 29 30 31 32 20 21 17 18

年度計画自己評価 B B A B A B Ｂ B B B Ｂ B B B B Ｂ B B B B B

H29 H30H27 H28H25 H26

年度 H27 H28 H29 H30

年度計画項目番号 65 54 38 35

年度計画自己評価 A B B BB

H26

70

A

H25

76

年度 H27 H28 H29 H30

年度計画項目番号 81 70 50 47

年度計画自己評価 B B B BB

H26

92

B

H25

98

年度

年度計画項目番号 163 164

年度計画自己評価 B B

92 85

B B

H25 H26 H27 H28 H29 H30

117

B

133

B

153

B
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